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いる。ビジネス日本語能力を測定するテストは，前節で述べた BJT 以外にも STBJ 標準






























































8． テストの採点（test scoring）：得点の算出，妥当性の議論，項目分析 
9． 合格点の設定：説明できる合格点（分割点）の設定 
10． テスト結果の報告：受験者への得点の通知 





















































































































































































































































表 2-1 ビジネス日本語の学習者の「重要度の順位」と日本企業の「現状の能力の順位」との 
不一致度（池田，1995：51） 




2 日本のビジネスにおける文化，習慣を理解できる 7 
3 仕事（会議や商談など）中の会話が聞いて理解できる 2 
3 仕事（会議や商談など）中の会話ができる 2 
4 日常の挨拶ができる 0 
4 日常会話ができる 0 
4 簡単な仕事上の文書（Fax，回覧板など）が読める 0 
4 会議や商談に用いる資料が読める 0 
4 会議や商談に用いる資料が書ける 0 
5 ひらがな，かたかなが読める -2 
5 簡単な仕事上の会話が聞いて理解できる -2 
5 簡単な仕事上の会話ができる -2 
6 簡単な漢字が読める -3 
6 仕事上の簡単な文書（Fax，回覧板など）が書ける -3 
7 ひらがな，かたかなが書ける -4 
14 

















































表 2-2 従来のビジネス日本語教育と現在求められているビジネス日本語教育 
（AOTS，2011：4） 



















































  1) 就職活動の概要 
   2) 自己分析と自己アピール 
  3) ビジネス文書の基礎（特にメール文書） 
  4) 敬意表現とビジネスマナ  ー
  5) 模擬面接・ディスカッション 
 ビジネス担当 
  1) 日本企業の特色 
  2) 人材開発と研修 
  3) 企業の意思決定過程 
  4) 社内における人間関係の構築 








































成る検討委員会が発足し，委員会での議論を経て，1996 年にその第 1 回試験が実施され
た。第 1回のテストは国内 2都市，海外 13都市で実施され，受験者数は計 1,223名であ
った。 
聴解や読解の試験だけでなく，会話テストの部分も充実させていくべきという開発当初




                                                   
3 JLRTの上位2段階以上のレベル（J1+およびJ1）の受験者が受験資格を得，その結果，6段階に
評価される。JOCTは 2008年 3月をもって実施を終了した。 
19 
段階別テストを統合し，また，素点による合否判定を項目反応理論による等化得点（2.2.6.2















表 2-3 BJTの構成 
部門 セクション 項目数 時間 
聴解 
(1) 描写問題 10 
約 50分 (2) 表現力問題 10 
(3) 聴解問題 15 
聴読解 
(1) 描写問題 15 
約 30分 
(2) 聴読解問題 15 
読解 
(1) 語彙問題 10 
約 40分 (2) 表現力問題 10 
(3) 短文読解問題 15 









表 2-4  BJTのレベルの認定基準 
（BJTビジネス日本語能力テスト「レベルガイド」を参考に作成） 





















































































































求めている日本語能力を BJT のレベルで示しており，英語能力が無い場合は J1+程度が




BJTのWebサイトによると，2016年現在，BJTは 6月と 11月の年 2回実施されてお
り，試験実施都市は国内 7都市，海外 21都市である。2015年度の受験者数の合計は 5,700




























































表 2-5 評価の目的と実施時期（バックマン & パーマー，2000） 


























































ト理論（Classical Test Theory：CTT）の基本モデルであり，eの平均は 0，tと eは無相
関であるという仮定を前提として成り立つ（Bachman，1990）。 
 


















に 1度だけ実施して，項目一貫性を測定する方法がある（Alderson et al.，1995；繁桝，
1998；野口ほか，2014）。 
 
 (1) 再テスト法（test-retest reliability） 
同じ受験者に期間をおいて再度同じテストを実施し，1 回目と 2 回目のテスト結果
の相関係数を計算する方法。2 つのテスト結果がよく一致すれば，安定性が高いこと
を示す。再テスト法で計算される信頼性係数を  ，1回目のテストと 2回目のテスト
の結果の相関係数を  とすると，（2.2）式で表すことができる。 
 










(2) 平行テスト法（parallel-form reliability） 





















を推定することができる。n項目から構成されるテストで，各項目の得点をX j ( j =1, 
…,n)，その合計点（テスト得点）をXとしたときに（2.4）式で表される。ここで s 2 






   
   
       
 
   
     







α係数は 0 から＋1 の間の数値となり，1 に近いほど信頼性が高いテストであると解












 しかし，妥当性のとらえ方は変化してきた。表 2-6は，APA（1954，1966），APA et al.
（1974）のスタンダードが伝統的な観点での妥当性を分類したものである。この分類では，
妥当性の 3つの「タイプ」として，それぞれ個々の存在として三位一体的にとらえられて






表 2-6 伝統的観点からの妥当性の分類 
























































































































































表 2-8 日本語プレースメント・テストにおける妥当性論証（澤木，2015より作成） 

























(4) 推論４ 説明 
このテストで測っている能力と，構成概念（日本語教育プログラムで育てることを目指す
                                                   





理由づけ（Warrant） ：期待される得点は，構成概念を反映するものである。  
裏づけ（Backing） ：因子分析，バイアス分析，解答プロセスの分析など。  







































   
2.2.4.1.2 Wierの社会的・認知的枠組みにおける言語テストの妥当性検証 
 Wier（2005）が提案している社会的・認知的枠組み（Socio-cognitive framework）は，
Camblidge English Language Assessmentを中心に，世界のテスト開発機関で妥当性検
証の枠組みとして用いられているという（中津原，2013）。Wier（2005）は，CEFR（Common 














































反映する成分 (c) ＋ 系統誤差 (s) ＋偶然誤差6 (e) 」であり，妥当性を高めるには，「c の




測りたい構成概念を反映する成分     の分散
測定値    の分散
 
信頼性＝
真値      の分散


















                                                   


































表 2-9 CTTと IRTの比較（大友，2009：1010より作成） 
領域 古典的テスト理論（CTT） 項目応答理論（IRT） 
テスト得点 順序尺度 間隔尺度 
受験者能力 テストに依存 テストに依存しない 
項目特性 受験者集団に依存 受験者集団に依存しない 





































Pj(θ)は潜在特性値θの受験者が項目 jに正答する確率である。 ja は，項目 jの受験者の能
力レベルを識別する力（識別力パラメタ）を表し，値が高いほど受験者の能力レベルを敏
感に識別することを意味する。
jb は，テスト項目 j の難しさ（困難度パラメタ）を表し，
値が低いほど易しい項目，値が高いほど難しい項目であることを示す。
jb とθは同一の基
準で比較することができ，例えば， t  の潜在特性値を持つ受験者が項目 j に正答する





図 2-4 2PLMの ICCの例（奥村，2014） 
 
実線で示した項目 1と点線で示した項目 3の識別力パラメタは 1.0，破線で示した項目 2
は 0.5 である。これを見ると，識別力パラメタが高いほうが曲線の傾きが大きくなってい
ることがわかる。次に，項目 1と項目 2の困難度パラメタは-1.0，項目 3は 1.0であり，








―― 項目 1 
------ 項目 2 












θ      （2.6） 
 
3PLMの ICCの例を，図 2-5に挙げる。実線で示した項目 1の識別力パラメタは 1.7，
破線で示した項目 2は 1.45，点線で示した項目 3は 0.8であり，2PLMと同様に，識別力
パラメタが高いほど傾きが大きい。困難度パラメタは，項目 1が-0.8，項目 2が 0.5，項目
3が 0.1であり，最も困難度の高い項目 2が最も右側に位置している。 

















―― 項目 1 
------ 項目 2 

















































る。具体的には，新しいテスト X の IRT 尺度における潜在特性値θを項目バンクの尺度
におけるθzに変換するとすると，識別力パラメタ  は， 
 
   
 
 
       （2.7） 
 
困難度パラメタ  は， 
 




           （2.9） 
 
44 
と変換される（ただし，k > 0）。また，受験者の潜在特性値についても， 
 





           
   
                 
     （2.11） 
 
としたときに， 





































































































表 2-11 フィードバックレポートの基準(2) 
識別力の基準 







































































































































識別力パラメタ 1.233   
困難度パラメタ 2.769   
当て推量パラメタ 0.097 
CTTによる： 







































































識別力パラメタ 0.322   














































男 2：これとこれ，どっちがいいと思う？                
女 2：これは聞いたときの感じがいいよね。             













識別力パラメタ 1.504   
困難度パラメタ 2.268   
当て推量パラメタ 0.141 
CTTによる： 



































































































（5）読解 セクション 2 表現力問題 
【設問】（文字情報） 









識別力パラメタ 0.876   
困難度パラメタ 3.066＊   
当て推量パラメタ 0.144 
CTTによる： 








































後，本テスト実施後（採点前），得点の報告後の 3 つが挙げられているが，BJT のフィー
ドバックレポートは先述したように 3つ目の得点の報告後に行われる項目分析である。統






































  ......................................................................... D社（食品）ほか 6社 
・本社（本部）とのコミュニケーション（TV会議，提出書類，電話，メール等） 
  ......................................................................... H社（観光）ほか 6社 
59 
・メールと電話ができること ............................ K社（工業製品）ほか 4社 
・顧客とのコミュニケーション能力がすべて 
  ......................................................................... I社（電子機器・コンサルティング）ほか 4
社 
・接客対応の日本語。いろいろな問い合わせに対応できるより高い日本語能力 
  ......................................................................... Z社（航空）ほか 1社 
・ビジネスマナ  ー............................................... N社（医薬品）ほか 1社 
・機械設備のマニュアルを読むこと ................. DI社（化学） 
・日本語での社内会議 ....................................... DNT社（加工） 
・日本語で論文作成 ........................................... DA社（設備） 
・駐在員とのやりとり ....................................... DR社（電気機器） 
・経営の現地化を進めるにあたり，経営を任せられるには完全に近いほどかなりの日本語
が求められる .................................................. O社（電気機器） 
・言語はツールのひとつでありそれほど重視しない 
  ......................................................................... S社（サービス）ほか 4社 
・現場（工場等）で敬語能力は重要ではない 
















表 3-1 企業が外国人材に求めるビジネス日本語能力（海外技術者研修協会 2007より作成） 
口頭コミュニケーション能力 
 現在の能力 求められる能力 
敬語・丁寧語等 3.9 4.1 
相手の依頼・苦情対応 3.8 4.1 
依頼・主張 3.8 4.0 
相手への確認 3.9 4.2 
相談・報告 4.0 4.2 
電話での用件連絡 3.6 4.0 
電話の要点確認 3.8 4.0 
書記コミュニケーション能力 
新聞読解 3.7 3.7 
資料スキャニング 3.8 4.0 
資料スキミング 3.7 3.8 
報告文書作成 3.6 3.9 
メール発信 3.7 3.9 
受信メールへの返信 3.8 4.0 
ビジネスレター作成 3.6 3.8 
複合的コミュニケーション能力 
プレゼン理解と要点作成 3.7 3.9 
資料作成とプレゼン実施 3.5 3.8 
議論理解と意見発信 3.6 3.9 







身の考えを表現する能力」，次いで 78 社が「TPO や人間関係に配慮して適切に表現する
能力」を挙げている。同様に，Writing & Readingでは，108社が「自身の考えを表現す





































































































































マ分析した結果，表 3-2の 7つのテーマが導きだされたという。 
 
表 3-2 ビジネスの領域におけるコミュニケーション能力（芳賀ほか，2015：93-95より引用） 
 
















































































































































































3.3 考察 構成概念としてのビジネス日本語能力 
  


























































































































































 (1) 口頭表現力：一人で一方的に話すための日本語力 
 (2) 情報収集力：文字情報，音声情報を理解するための日本語力 






































































































日本語能力の内容を参考にビジネス日本語 Cds の項目を構築し，各項目が実際に BJT の
結果を反映しているかどうかを検証し，BJT が測定するビジネス日本語能力を反映する




























































































図 4-1 BJTが測定している能力の領域（加藤，2010：174をもとに作成） 
  
 
図 4-2 BJTで測定される技能（加藤，2010：179をもとに作成） 
日本語に関する知識 
   音声 
   表記（文字） 
   文法 
   語彙 
   談話類型 










































































































































表 2-3 BJTの構成（再掲） 
部門 セクション 項目数 時間 
聴解 
(1) 描写問題 10 
約 50分 (2) 表現力問題 10 
(3) 聴解問題 15 
聴読解 
(1) 描写問題 15 
約 30分 
(2) 聴読解問題 15 
読解 
(1) 語彙問題 10 
約 40分 
(2) 表現力問題 10 
85 
(3) 短文読解問題 15 














































































































































2）ビジネス日本語Cdsの合計（全 20項目×各 5段階評価＝最大値 100）とBJT模擬



























































は think a loud調査の際の発言の抜粋である。 
 
表 4-2 「聴く」の項目の修正 












































表 4-3 「読む」の項目の修正 


















































表 4-4 「話す」の項目の修正 




















































表 4-5 「書く」の項目の修正 








































































が上がるにつれ Cds の平均値が高くなっていることがわかる。なお，被験者の BJT 模擬
テストの得点とCdsの合計値の間には，正の相関が見られた（r =0.399）。 
 








人数（人） 446 148 147 151 
BJT模擬テスト得点範囲  149～399 400～440 441～672 
BJT模擬テスト得点標準偏差 64.5 35.0 11.6 49.6 
Cds平均 130.10 116.38 135.12 138.66 
Cds標準偏差 25.83 25.64 23.53 22.47 
Cds最小値 48 48 69 76 
Cds最大値 191 185 191 191 
 
 
















表 4-7 ビジネス日本語Cdsの課題と各水準の平均値 「聴く」「聴きながら読む」「読む」 
                                                   































3.16 3.51 3.70† 

































































2.47 2.92 2.94 
100 
表 4-8 ビジネス日本語Cdsの課題と各水準の平均値  
「話す」「書く」「聴いて話す」「聴いて書く」「読んで書く」 
（網掛けは Level2と Level3の平均値が逆転していることを示す） 
Cds項目 
番号 






2.85 3.26 3.43 





































































































第二水準（level 2）と第三水準(level 3) の間では差がないという傾向を示している。そこ
で，BJT のレベルガイドラインに沿って，J3 以下（下位），J2（中位），J1 以上（上位）
の 3つの水準に分けたところ10，図 4-4に示すように，上位の 2つの水準間の差は少し拡
                                                   





の，Level 2とLevel 3の平均値の差が有意であった項目は 2項目のみであった。ただし，
これは各水準の人数の差が影響しているものと考えられ，実際の平均値の差は等人数によ
る各水準間より大きくなっている。 
なお，表 4-8に網掛けで示した「話す 23」「話す 24」「書く 27」「書く 28」「聴いて話





































































第 5章 ビジネス日本語テストの測定の質と改善 






















































































































照），基本的には，項目特性曲線を描いた時に，潜在特性値 θ の有効範囲（BJT の場合
は  およそ -3 < θ < 3）で正答確率の値の変化が少ない項目を抽出するための基準であ
109 






























































聴解 1 3 3 6 
2 3 3 6 
3 5 4 9 
計 11 10 21 
聴読解 1 5 4 9 
2 5 4 9 
計 10 8 18 
読解 1 3 3 6 
2 3 3 6 
111 
3 5 4 9 
計 11 10 21 




者計 1128 名に対して実施した。国内外の受験者の内訳は表 5-3 の通りである。なお，受
験者の日本語能力レベルは，中級（日本語能力試験N2レベル）以上で，ほとんどがビジ








































図 5-3 に示す実験テストフォームで IRT当て推量パラメタの値が 0.5 以上として推定
された4 項目は，等化係数の算出からは除外した（図中に△で表示）。なお，得られた等
化係数（2.2.6.2節を参照）は，実験テストフォームの尺度 θ と項目バンクの尺度 θZ  の
間に θZ = 0.224 + 0.740 θという関係を表すものであった。 






 図 5-1 共通項目の IRT識別力パラメタ   図 5-2 共通項目の IRT困難度パラメタ 
 
 










における受験者と比較し，θで 0.224，得点にして約 14点高い集団である。 
 



















数は 0.905 ，差の絶対値の平均は 0.025 であった。 
表 5-1 に示した特異項目の基準を用いて修正項目のチェックを行った結果，28 個の特




準である 0.2 をおおむね超えている。図中に丸で囲われた範囲に入る 5 項目は，修正後
平均値 414.3  
標準偏差 76.9  
最大値     719 
最小値     153 
α係数    0.85 
図 5-4 実験テストの得点分布 
115 
も 0.2 を超えていない。聴解 2-5，読解 1-1 については改善されていないが，聴解 2-1 を
含む残り 3 項目については若干の改善が見られる。 
図 5-7は IRT困難度パラメタの変化を表す。これを見ると，修正後は全項目が -3.0 か
ら 3.0 の適正値の間に収まっている。図 5-8 は IRT 当て推量パラメタの変化を見ると，
修正後は 2 項目を残して 適正値である 0.4 以下に収まっているが，図中に示したように，























図 5-5 特異項目と修正項目の 
項目-特性値相関 






図 5-8 特異項目と修正項目の 
IRT当て推量パラメタ 
117 




たとえば，図 5-11の聴解 1-4や図 5-18の聴解 3-19の項目特性曲線を見ると，修正後（修
正項目）の項目特性曲線は修正前（特異項目）のと比べ，傾きが大きくなっているが，こ
れは項目識別力の向上を意味している。図 5-14の聴解 2-6や図 5-32の読解 2-6の項目特
性曲線は，傾きには変化はないものの，修正後に位置が左側に移動しているが，これは項
目困難度が適正の範囲に修正されたことを示している。図 5-20の聴読解 1-3や図 5-25の
聴読解 2-6は，項目特性曲線の負の側の漸近線の位置が，修正後，下がっていることがわ
かるが，これは当て推量パラメタが適正に修正されたことを示している。一方で，前節で









図5-9                  図5-10 
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図5-11                  図5-12 
 
 
図5-13                  図5-14 
 
   
図5-15                  図5-16 
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図5-17                  図5-18 
 
   
図5-19                  図5-20 
 
   
図5-21                  図5-22 
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図5-23                  図5-24 
 
   
図5-25                  図5-26 
 
   
図5-27                  図5-28 
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図5-29                  図5-30 
 
   
図5-31                  図5-32 
 
   
図5-33                  図5-34 
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修正前（特異項目）の統計データ    
項目―特性値相関0.147  IRT困難度パラメタ2.000  IRT当て推量パラメタ0.445 
 
修正項目の統計データ    

































































修正前（特異項目）の統計データ   
項目―特性値相関0.159  IRT困難度パラメタ1.065  IRT当て推量パラメタ0.388 
 
修正項目の統計データ    

































1. 不良品を送り返してほしい。   2. 追加注文してほしい。 



























修正前（特異項目）の統計データ    
項目―特性値相関 0.311  IRT困難度パラメタ-0.789 IRT当て推量パラメタ 0.414  
 
修正項目の統計データ    






























【設問】（文字情報）     
会議の結果がわかり次第，早急に措置を（        ）必要がある。 
【選択肢】（文字情報）    
 1．かかる 2．使う 3．操る 4．講じる      （正答：４） 
＜統計情報＞ 
修正前（特異項目）の統計データ   
項目―特性値相関 0.190 IRT困難度パラメタ 2.188 IRT当て推量パラメタ 0.198 
修正項目の統計データ    












































であり，修正項目 28項目中 7項目で反映させた。また， 
2）聴読解テスト項目では，視覚情報（文字情報）と聴覚情報との整合性を保つようにす
ること。 









は，読解の修正項目 10項目中 2項目で， 
5) キーワードのマッチングで正答を選べるテスト項目は，日本語能力の低い受験者も正
答を得やすく，識別力が低くなるため，できるだけ避けること。 








































































第 6章 ビジネス日本語テストにおけるDIFの分析 










































































































スト（4.1.2.2 節を参照），そして第 5 章で使用した実験テストフォーム（共通項目および
修正項目で構成される）のテスト項目（5.1.2.2節を参照）である。ここでは，後者を test1，
前者を test2 とし，表 6-1 にそれぞれ聴解，聴読解，読解の合計項目数や信頼性係数αを
示した。分析対象項目は合計 160項目である。テストの有効回答数13は，test1が 1127名，
test2が 1317名である。2つのテストそれぞれの受験者の属性（年齢や国籍等）はほぼ同
じであり，そのほとんどがビジネス経験の浅い学生である（表 6-2）。test1 および test2
の尺度得点の分布を図 6-1，6-2に示した。test1と test2の共通受験者 64名について尺度
得点の相関係数を算出したところ，0.795 であり，2 つのテストの困難度は似通っている









表 6-1 テストデザイン 
 test1（item01-60）α=.849 test2（item61-160）α=.932 
受験者群 1(1127) 
60項目 
（聴解 21，聴読解 18，読解 21） 
 
受験者群 2(1317)  
100項目 
（聴解 35，聴読解 30，読解 35） 
 
 
表 6-2 受験者の内訳 
総数 2,444（test1：1,127，test2：1,317） 
性別 
test1:男性 276名，女性 684名，その他（無回答）167名 
test2:男性 460名，女性 699名，その他（無回答）158名 
居住地 
test1:日本国内 440名，国外 687名 




中国（台湾含む）（457名） 韓国（148名） タイ（15名） 
アメリカ，フランス，その他（116名） 
女性 
中国（台湾含む）（883名） 韓国（299名） タイ（70名） 
アメリカ，フランス，その他（131名） 
国内 
中国（台湾含む）（936名）  韓国（113名） タイ（10名） 
アメリカ，フランス，その他（275名） 
国外 








図 6-1 test1の尺度得点分布       図 6-2 test2の尺度得点分布 
 
 
































 分散分析（Analysis of variance）は，データに正規分布を仮定してグループ間の平均値
の差を検証する統計手法である。van de Vijver & Leung（1997）が示した分散分析法に
よる DIF 分析は，2 要因分散分析を応用したものである。本章では，1）と同様に，まず
受験者群を BJT の尺度得点のレベルによって 4 段階の得点グループ（J1 以上，J2，J3，
J4以下）に分けた。そして，下位集団（性別または居住地）および得点グループを独立変
数，項目反応を従属変数とし，分散分析を行った。有意水準は 5％とした。分析には，SPSS 






























































                                                   






















 実験テストフォームは，統計的 DIF 分析を行った 160 項目の中から，性別または居住
地によるDIFが検出された項目（DIF項目）と検出されなかった項目（DIFフリー項目）















写真描写問題 3 0 3 6 
表現力問題 3 1 2 6 
聴解問題 5 3 1 9 
聴読解 
表現力問題 4 1 4 9 
聴読解問題 5 2 2 9 
146 
読解 
語彙・文法問題 4 1 1 6 
表現力問題 3 2 1 6 
読解問題 5 1 3 9 
 
 















A 女 10年 
B 女 ２年 
C 女 10年 
D 女 11年 
E 女 16年 
F 男 12年 
G 男 14年 
H 男 ４年 





























表 6-5 性別によるDIF項目 
＃ 部門 M-H法 分散分析法 IRT法 
7 聴解 女性に有利 女性に有利 女性に有利 
13 聴解 × × 女性に有利 
15 聴解 男性に有利 × × 
20 聴解 × × 女性に有利 
148 
25 聴読解 × × 女性に有利 
26 聴読解 × × 女性に有利 
28 聴読解 × × 女性に有利 
34 聴読解 × 男性に有利 × 
38 聴読解 女性に有利 × 女性に有利 
52 読解 × 男性に有利 × 
54 読解 男性に有利 男性に有利 男性に有利 
78 聴解 女性に有利 × × 
80 聴解 × 女性に有利 × 
97 聴読解 女性に有利 × 女性に有利 
98 聴読解 × × 男性に有利 
120 聴読解 × （不均一） 男性に有利 
121 聴読解 男性に有利 × 男性に有利 
134 読解 男性に有利 男性に有利 男性に有利 
138 読解 女性に有利 × 女性に有利 

















表 6-6 居住地によるDIF項目 
＃ 部門 M-H法 分散分析法 IRT法 
10 聴解 国内に有利 国内に有利 × 
26 聴読解 × × 国外に有利 
29 聴読解 国内に有利 × × 
30 聴読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
33 聴読解 × × 国内に有利 
34 聴読解 国内に有利 国内に有利 × 
35 聴読解 × × 国外に有利 
38 聴読解 国外に有利 国外に有利 国外に有利 
40 読解 国内に有利 × × 
41 読解 国外に有利 国外に有利 国外に有利 
42 読解 国外に有利 × 国外に有利 
44 読解 国外に有利 （不均一） 国外に有利 
45 読解 × 国外に有利 × 
46 読解 × × 国外に有利 
48 読解 × × 国外に有利 
49 読解 国外に有利 国外に有利 国外に有利 
50 読解 国外に有利 × 国外に有利 
52 読解 × （不均一） 国外に有利 
62 聴解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
63 聴解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
65 聴解 国外に有利 国外に有利 × 
68 聴解 国内に有利 × × 
69 聴解 国内に有利 （不均一） 国内に有利 
71 聴解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
150 
72 聴解 国外に有利 国外に有利 国外に有利 
74 聴解 国内に有利 国内に有利 × 
76 聴解 国外に有利 × × 
77 聴解 × × 国外に有利 
78 聴解 国外に有利 × 国外に有利 
79 聴解 × × 国外に有利 
83 聴解 × 国内に有利 × 
85 聴解 × × 国外に有利 
89 聴解 国内に有利 × × 
91 聴解 国内に有利 × × 
92 聴解 × × 国外に有利 
95 聴解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
96 聴読解 × × 国外に有利 
97 聴読解 国外に有利 × 国外に有利 
98 聴読解 国内に有利 × 国内に有利 
99 聴読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
101 聴読解 国内に有利 × × 
104 聴読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
106 聴読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
107 聴読解 国内に有利 × × 
110 聴読解 国外に有利 × × 
111 聴読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
112 聴読解 国内に有利 × × 
114 聴読解 国内に有利 × 国内に有利 
115 聴読解 国外に有利 国外に有利 国外に有利 
116 聴読解 国内に有利 × 国内に有利 
117 聴読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
118 聴読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
121 聴読解 国内に有利 × × 
151 
123 聴読解 × × 国外に有利 
130 読解 × （不均一） 国外に有利 
134 読解 国外に有利 国外に有利 国外に有利 
137 読解 国内に有利 （不均一） 国内に有利 
139 読解 × × 国外に有利 
141 読解 国外に有利 国外に有利 国外に有利 
146 読解 国内に有利 × 国内に有利 
147 読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
150 読解 × × 国内に有利 
151 読解 国内に有利 × × 
154 読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
156 読解 国内に有利 国内に有利 国内に有利 
158 読解 国内に有利 × × 

















































































表 6-7 実験テストの統計的DIFと主観的DIFの比較 























   -2 -1 0 1 2 0 1 2 
02 01  
聴
解 
0 0 9 0 0  8 1 0 
62 02 国内 0 0 9 0 0 2 6 1 
04 03  0 2 7 0 0 5 4 0 
63 04 国内 0 1 6 2 0 2 5 2 
66 05  0 1 8 0 0 5 4 0 
69 06 国内 0 0 8 1 0 6 3 0 
08 07  0 0 9 0 0 7 1 1 
71 08 国内 0 1 8 0 0 4 5 0 
73 09  0 0 9 0 0 8 1 0 
74 10 国内 0 0 9 0 0 5 3 1 
12 11  0 0 9 0 0 7 2 0 
07 12 女性 0 0 9 0 0 8 0 1 
84 13  0 0 9 0 0 8 0 1 
15 14 男性 0 0 9 0 0 9 0 0 
16 15  0 0 9 0 0 9 0 0 
13 16 女性 0 1 8 0 0 7 2 0 
21 17  0 0 9 0 0 4 4 1 
95 18 国内 0 1 8 0 0 6 3 0 
93 19  0 0 9 0 0 6 3 0 
20 20 女性 0 0 8 1 0 7 2 0 
86 21  0 0 9 0 0 3 5 1 




0 0 9 0 0  5 4 0 
99 23 国内 0 1 8 0 0 8 1 0 
98 24 国内 0 0 9 0 0 8 1 0 
30 25 国内 0 0 9 0 0 5 4 0 
106 26 国内 0 0 9 0 0 5 3 1 
100 27  0 0 9 0 0 9 0 0 
26 28 女性 0 0 8 1 0 7 2 0 
105 29  0 0 9 0 0 7 1 1 
28 30  0 0 9 0 0 3 5 1 
36 31  0 0 9 0 0 7 2 0 
155 
121 32 男性 0 1 8 0 0 4 4 1 
123 33  0 0 9 0 0 3 5 1 
38 34 女性 0 0 9 0 0 6 2 1 
122 35  0 0 9 0 0 4 5 0 
111 36 国内 0 0 9 0 0 9 0 0 
124 37  0 0 9 0 0 8 1 0 
118 38 国内 0 0 9 0 0 6 3 0 
119 39  0 0 9 0 0 7 2 0 
126 40  
読
解 
0 0 9 0 0  8 1 0 
40 41 国内 0 0 9 0 0 7 2 0 
131 42  0 0 9 0 0 6 2 1 
42 43  0 0 9 0 0 7 2 0 
43 44  0 0 9 0 0 8 1 0 
134 45 男性 0 0 9 0 0 8 1 0 
136 46  0 1 8 0 0 2 4 3 
138 47 女性 0 0 9 0 0 7 2 0 
47 48  0 0 9 0 0 3 4 2 
137 49 国内 0 0 9 0 0 9 0 0 
51 50  0 0 9 0 0 8 1 0 
142 51 男性 0 0 9 0 0 7 2 0 
153 52  0 0 9 0 0 7 1 1 
146 53 国内 0 0 9 0 0 7 2 0 
159 54  0 0 9 0 0 7 2 0 
54 55 男性 0 0 9 0 0 8 1 0 
58 56  0 0 9 0 0 9 0 0 
156 57 国内 0 0 9 0 0 7 2 0 
59 58  0 0 9 0 0 6 3 0 
147 59 国内 0 0 9 0 0 8 1 0 
60 60  0 0 9 0 0 7 2 0 
 








れる。統計的 DIF と主観的 DIF の分析の結果が一致しないという結論を導くためには，
そのような統計的検定の効果量と検定力の問題について十分に考慮する必要がある。 
なお， 6.1.3.2節で述べた通り，本章では 3つの手法を用いて統計的DIF分析を行った






表 6-8 統計的DIF（分散分析法，IRT法については均一DIF）の検出項目数15 
 Mantel-Haenszel法 分散分析法 IRT法 
有意水準 性別 居住地 性別 居住地 性別 居住地 
5%水準 12 60 8 32 18 62 
3%水準 8 51 3 23 12 54 














                                                   
































































1. どこにお送りいたしましょうか。    
2. だれにお送りいたしましょうか。 
3.   どなたにお送りいたしましょうか。   
4. どっちにお送りいたしましょうか。             （正答：３） 
統計的 DIF分析 
【ICC】 
















男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 
0名 0名 9名 0名 0名 
 
【居住地】 
 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 






























1．調査を海外で実施してほしい    
2．調査の報告をしてほしい 
3．調査に協力してほしい       
4．調査結果を集計してほしい                  （正答：３） 
統計的 DIF分析 
 







    









男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 





 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 



































    









男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 
0名 0名 9名 0名 0名 
  
【居住地】 
 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 
















































1．商品の模様  2．商品の在庫  3．商品の納期  4．商品の色   （正答：２） 
統計的 DIF分析 
【ICC】 

















男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 






 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 





























1．商品を回収しています。     2．名刺を交換しています。 


















男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 
0名 0名 9名 0名 0名 
  
【居住地】 
 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 
  2名 6名 1名 
 コメント（一部抜粋） 
・名刺交換という習慣がない国もあり，国外では目にする機会が限られる。 (1と予想，






























1.  わかりました。お困りでしょうね。 
2.  わかりました。しょうがありませんね。 
3.  わかりました。お大事になさってください。 




















男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 




 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 

















































1. 体の調子     2. 機械の調子   






   








男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 






 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 





















































男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 
0名 0名 9名 0名 0名 
 
【居住地】 
 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 








































1．部品の数を少なくする     2．部品の金額を安くする 






   









男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 
0名 0名 9名 0名 0名 
 
【居住地】 
 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 


































1．応募用紙を送る    2．指定の用紙を取り寄せる 










   















男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 
0名 0名 9名 0名 0名 
  
【居住地】 
 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 

































1．購読を続けてほしい       2．購読を終了してほしい 






   








男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 
0名 0名 9名 0名 0名 
  
【居住地】 
 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 














































   










男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 












 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 








































1. 払ってください  2.  払わせてください  
3. 払わせてあげます 4.  払ってもらってください       （正答：２） 
主観的 DIF分析 
【性別】 
男性のほうが正答率が高い 正答率に違いはない 女性のほうが正答率が高い 
-2 -1 0 1 2 






 正答率に違いはない 国内受験者のほうが正答率が高い 
  0 1 2 
  2名 4名 3名 
コメント（一部抜粋） 
・おごる，おごられる，に対する考え方は，国内外で差がありそう。それが解答に影響を












 統計的には DIF が検出されていないが，主観的 DIF 分析では，専門家は性別，居住地








6.3 第 6章のまとめと今後の課題 
本章では，ビジネス日本語テストにおける性別と居住地（日本国内と国外）を下位集団
とする DIF の分析を行った。はじめに，ビジネス日本語テスト 160 項目を資料として統
計的なDIF分析を行った。分析にはMantel-Heanszel法，分散分析法，IRT法を用いた。
その結果，性別のDIFは 20項目，居住地のDIFは 67項目が検出された。3つの統計手
法すべてで検出されたのは，性別のDIFが 3項目，居住地のDIFが 21項目であった。 
次に，統計的にDIFが検出された項目と検出されなかった項目を含む 60項目から構成
されるテストを用いて，ビジネス日本語テストの項目作成の専門家 9名（女性 5名，男性





よる DIF をあまり見出さず，また，居住地による DIF は実際よりも多く見出す傾向があ











































































































第 3章 ①外国人材にはどのような日本語能力が必要とされているか。 
 ②ビジネスコミュニケーション能力とは何か。 
第 4章 ①BJTビジネス日本語能力テストが測定するビジネス日本語能力とは何か。 
 ②ビジネス日本語テストが測定する能力を反映する Can-do statements を
どのように開発するか。 
第 5章  ①どのような要因がテストの質に影響するか。 
203 
 ②テスト項目の修正によって，測定の質は改善されるか。 








本語能力の一部を測定する BJT をより精緻に分析した上で，BJT で測定されている能力
を反映するビジネス日本語Cdsを開発し，その有効性を検証した。そして，これら第 3章


























































は性別による DIF をあまり見出さず，居住地によるDIF は実際よりも多く見出す傾向が
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資料３ 第 6章で使用したDIF分析用プログラムコード（PERSCALE） 
 
【性別によるDIF】 
E&Blue-BJT_gender.PSL - E-BJT&Blue-BJT DIF ANALYSIS USING PARTIAL 
CREDIT MODEL        
               GENDER DIF FOR 160 ITEMS except item133,145 
>COMMENT; 
ALL ITEMS HAVE TWO CATEGORIES 
>FILE    
DFNAME='E&Blue-BJT_gender.txt',NFNAME='E&Blue-BJT_gender_dammy.txt', 
SAVE; 
>SAVE    PARM='E&Blue-BJT_gender.PRM', 
INFORMATION='E&Blue-BJT_gender.INF'; 
>INPUT   NID=4,MGROUP=2,NTOTAL=158; 
(4A1, 1X,1A1, 1X,132A1,1X,11A1,1X,15A1) 
>TEST    TNAME='E&Blue-BJT',NBLOCK=1,ITEM=(1(1)158); 
>BLOCK   NITEMS=158,NCAT=2,ORIGINAL=(0,1); 
>MGROUP  DIF=(1,1,0,0), GNAME=('FEMALE','MALE'), GCODE=('1','2'); 





E&Blue-BJT_naigai.PSL - E-BJT&Blue-BJT DIF ANALYSIS USING PARTIAL 
CREDIT MODEL        
               NAIGAI DIF FOR 160 ITEMS except item133,145 
>COMMENT; 
ALL ITEMS HAVE TWO CATEGORIES 




>SAVE    PARM='E&Blue-BJT_naigai.PRM', 
INFORMATION='E&Blue-BJT_naigai.INF'; 
>INPUT   NID=5,MGROUP=2,NTOTAL=158; 
(5A1, 1X,1A1, 1X,132A1,1X,11A1,1X,16A1) 
>TEST    TNAME='E&Blue-BJT',NBLOCK=1,ITEM=(1(1)158); 
>BLOCK   NITEMS=158,NCAT=2,ORIGINAL=(0,1); 
>MGROUP  DIF=(1,1,0,0), GNAME=('KOKUNAI','KOKUGAI'), GCODE=('1','2'); 





































































































































































































































































資料５ 第 6章で使用した審査表 
【審査方法についての説明書き（協力依頼文書）】 
 
 
  
295 
【性別によるDIF】 
 
  
296 
【居住地によるDIF】 
 
